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大正期における地方自治変貌のー視点

島 恭 彦

I はしがき

日本の地方自治の歴史的特徴は，明治以来一貫して「官制的j r官治的」で

あり r官制的地方自治」であったというのが，戦後の一時期における地方自

治や地方行財政の研究を，支配していたー視点であった。たしかにこのような

特徴は地方自治の基礎的単位」である市町村について「日本的特徴Jとも
コンミユニイテイ日

いえるのである。いわゆる地方自治の歴史は，地域住民の共同体，自治体が国

家機構の中へ再編成される過程であるが， 日本のように大がかりに，この地域

的共同体をかこいこみ，合併し，これを国家の官僚機構に連接しようとした国

はないc しかもそのような全国的，画一的合併は，明治20年代と，太平洋戦争

後(昭和28年以降〉との二回にわたって行われたのである。己こから日本の自治

体(市町村〕は，外国のコ γ ミュヱィティてやコ γ ミ;;L.-yと質的に違って，世

界に比類のない「人工的j r官制的」産物だといえようし，しかもそれが，明

治以来現在まで一貫して継続しているといえないことはない。

しかしこの「官制的地方自治」論は，制度的行政的観察にとらわれた一面的

な見解である。いったい「地方自治」といわれるものは，制度以前の歴史的，

社会的過程であり運動である。したがってその変化に対応して「官治」そのも

のが，変化していることを認めざるをえない。歴史的社会的視点に立てば，明

治時代にっくりあげられた強固な「官治」の下に，それと連接して「地主的自

治j， つまり地主の半封建的支配が存在していたことを認めねばならない。こ

の地主の支配に対して，農民，労働者の民主主義運動が新に展開したのが大正

期であり，その闘いによって拡大した「地主的自治Jの破綻を，補強するため
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に導入きれたが， この時期天皇制国家の下でウヱイ}をました「独占資本主

義」のための「官治 1である。

大正期の「官治J， その下で発生する地方財政の危機については， ζれまで

の地方財政研究でも考察されてきたところである(藤田武夫，日本地方財政発展

史〉。 たとえば第一次大戦後のイ γフレーション期における市町村財政の危機

と，これに対する新な国家の介入である。この時期に市町村財政の規模は，戦

前の水準をはるかにこえた(とくに農村財政は戦前の3倍増〕。 当時一般官吏の増

俸がくりかえし行われたが，地方財政においても，国費支弁官吏の増俸とのつ

りあいから，地方費支弁官吏，教職員の増俸にせまられ，そのほか庁費や既定

事業費の膨脹も急激であった。このため附加税の制限外課税や地方独立税の増

徴など，住民負担も戦前の数倍となり，とくに地方財政危機の直接要因となっ

た教育財政に対しては，市町村義務教育費国庫負担法〔大正/年〕という新な国

家財政の介入が導かれたのであった。

大正期の「官治」は，明治期の「官治」ではなし、。そのことをーそう明確に

するには，この時期の「地主的自治」と闘争し，やがて新に導き出された「官

治」と対決することとなった当時の住民運動，自治体闘争，それの「盟論」に

照明をあてる必要があろう。

一般に戦前の天皇制の下における労働者，農民の民主主義運動の未熟さ，と

くにその中における自治体闘争の位置づけの不明確さからみれば，この時期の

文献で，現在でもなお利用できるものは，そう多くはないと思われる。 Lかし

いかに数少しまたその視点が不明確であっても，この当時の「官治」に対す

る民主主義の理論を，発掘し検討することは，重要な意義をもっている。それ

は当時の「官jう」の実態を明かにしてくれるだけでなし現代の自治体をめく

る住民運動や民主主義運動の理論の原型として，評価すべき今日酌な意義をも

っているからである。

11 I無産階紐 1の自治体論
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ここでとり上げるのは，奈良正路の「市町村法律必携J(昭和4年)， I人会権

論」何和6年〕と，織本侃「我国市町村財政と無産階級J(昭和4年〉である。

いづれも昭和初期の著書であるが，大正期の市制町村市U'!c対象としている点で，

また同時期の自治体闘争の理論の蓄積である点で，ここで考察するわけである。

またし、づれの著書ふそれ白体として検討する価値のあるものであるが，ここ

では大正期における地方自治の変化，地方自治体に対する新な国家的，法的規

制の問題と，それ脅め〈る諾階級の闘争とし、う本論にふれる限りにおいてのみ，

これをとりあげることにする。

まづ奈良正路は，はしがきで市町村の選挙戦に無産階級が参加できる時代に，

市町村の関連法規を，階級的立場から解説し研究することの必要を決意させら

れた動機をのべている。[市・町・村制は，従来，もっとも自由な，地方自治体

だ，という風な解釈のもとに宣伝されている L，したがってまた，正真正銘の

自治体という考えが多い。 ーだがしかし，われわれの，心から希望するもの

は，市町村制の本質を，ハッキリ解釈することである。換言すれば，市町村f!JJ

というものの『曜れみの』をひっぱいで研究することである。かくして，市町

村制にたいする正しい批判が抽出される L，また市町村制は如何に改草さるべ

きであり，されなければならないかという要求を誘導する。そしてまたさらに

大事なことはこれらの要求は，正しい要求にも拘わらず，何故為政者に取上げ

られないか，したがって如何なる闘争を通じて，闘いとりうるものであるか?

という問題を考え，それを白分の問題として市町村民が動かねばならない。」

〔市町村法律必携，はしがき〉そしてこういうことが， 本書の実践的な立場であ

ることを，奈良は明かにしている。彼は市町村制に対して一般に行われている

ような概念法学的，または実用主義的解釈を，排除する。 Iわた〈しは主づ，

現段階の経済事情を心の底で見つめることにした。そうして，この事情の認識

の上から，自治体というものを一般的に考察し，その見地の上で，各箇の法条

を忌憎なく批判し，解釈しようと努力した。J(前掲書〕 自治体問題をとりあっ

かう点で，奈良がもっとも考慮した点は， I透徹した無産階級の見地主， 応，
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フツレジョア民主主義の限度にまで譲歩」させるということであったという。

こういう視点から r自治体」の本質はどのようにつかまれたか。 rし、やし

くも市ー町村制を研究するものの心からなる疑問をまき起きずにいない点は，

この自治体は『自主的精神』を脱却させたところの自治体ではないか? とい

う点である Q さらにこうした疑問を深く掘り下げて行〈ときに，われわれは，

地方自治体正，国家の中Il;機関との関係を見つめ<;こととなり，国家機関全体

にたいする考究は，また資本主義経済組織における帝国主義の段階との問題と

して， 層鋭〈深い考究を要請するに至る。J(前掲書〕

「市町村法律必携」と同年に出た，織本侃の「我国市町村財政と無産階級」

も，自治体の本質について奈良とほぼ同様な視点に立っていた。 r市町村は資

本帝国主義国家の最低細胞組織である。資本家階級政治組織の外廓であり，外

廓の崩壊は必然本丸の陥落を結果するものである。きh，主会:$:圭毒自，*，主供量
級密な法令を設けて自己の細胞を擁護している。J(傍点筆者，織本侃，我国市町

村財政と無産階級z 昭和4年〉この書物では市町村が帝国主義・独占資本主義国

家の権力組織の一環となることによって，市町村が法的規制を強化されている

意味，またその法的規制と闘う無産階級の立場は明らかにされているように思

う。しかし私たちがさきにのべた，大正期の地主的地方自治，地主の半封建的

支配が，法的規制に対してもつ関係，また法的規制によっ 1変容をうける関係

が明かにされ亡いない。そこでζζでは，当時自治体(町村〉白内部の貧農の立

場から，自治体問題を分析しむ奈良の「入会権論」を，重要な文献としてあ

げなければならなし、。この書物では町村制は帝国主義ブルジョア γ ーの「国家

機構の最下部の単位=細胞」と規定されており，部落は「品目胞の細胞Jと規定

されている(奈良正路，前掲書， 355-356頁〉。 さらにとの「フノレヅョアジーは主也

主の層ー絶対専制勢力の地盤ニ根基との対なを対内的なものとして.なごやか

なる聯関を形成して，若〈輝ゃく無産階級の戦闘的な拾頭に向って，弾圧抑圧

の政策を掲げるに至ったJ(前掲書， 345頁，注1)と云う。 この抑圧政策とは町、

村の中でこれをみれば，地主の土地所有を擁護すると何時に，総地主の法人格
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たる「村」の公権力を擁護し，入会をそれに集中する政策である。つまり公法，

私法の別をとわず町村に加わる法的規制の「精神」は同一である。この事実を

認識して奈良は日く I資本主義的国家もまた，その資本主義的経済組織をそ

の基礎的構成とし，その支柱を自己の支柱とするかぎり，その所有形態もまた

個人的私所有の形態と共通し，同じ精神をもっ亡，その所有の確保を戦うもの

己ある。広大な国有地，御料地，その他すべての国およびその組徹体系によっ

℃所有される 切の土地は， ローマ法的土地支配の基礎の上に立っている。J

(前掲書， 88頁〕 ここに「ローマ法的」と云われている私的所有の原理にたっ円

木資木主義社会の法は，その当時農村外部では資本制的所有，特に独占を，い

し、かえれば独占資本による労働者の搾取を擁護する役割を果たし，農村の内部

では地主的土地所有を， いいかえれば地主による高率小作料の収取と土地取

上げを擁護する役割を果たした〔渡辺洋三，天皇制法体系と法学イデオロギー，思想

1956，旬。 それと同時に， この法は村の法人格を擁護し， 村の入会地収奪と高

額の租税の徴収とを慕礎づけ，村が強制的な課税団体に発展することを助けた

のであった。

村への法的規制の強化は，さきにも述べたように I地主的自治J 封建的

規制の弱化の結果であると同時に，それを促進する原因にもなる。けだし高額

の租税の徴収や入会地の収奪の影響するところをみれば明かであるいまた封

建的支配と異る法的規制そのもののもつ明確さは，闘う相手の明確化をも着、味

している。法的規制が地主的地方自治・地主的支配の弱体化を結果するという

りは法のもつ矛盾であるが I地主的地方自治j が危機に立っていたために，

これを補強しようというのが，当時の法的規制のねらいでありたといえよう。

III 戸数割の法的規制をめぐる闘争

大正期における「地主的自治」の法的規制という問題をp ここでは戸数割の

法的規制という問題に具体化かつ限定Lて，とれをめ「る諸階級の闘争の過程

から，との時期における地方自治の変貌の方向をさ〈ってみよう。当時の典型
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的な農村税である戸数割に法的規制が加えられたのは，大iEl0年である〔大正10

年10月勅令第422号，府県税戸数割規則)。もともと戸数割は，旧幕時代の戸別割

の伝統をつぐ非常に古い租税であり，明治11年地方税規則によって府県税に制

定され，巾町村また 4れに附加税をかけることを定められ C以来，地点税中最

も重要な地位を占めるに至った。しかもこれについて法による規定は殆んどな

し戸数割徴収の実際は，府県が直接賦課せず市町村にこれを配賦~，市町村

は市町村会の議決によって各戸に賦課するが，実際はその土地の旧慣や見立割

によっているという性質のものであった。従ってその後における資本主義の発

展と県村における階級関係の変代によって，戸数割の矛盾があきらかにた札

これに法的規制を加える必要がおこってきたのである。

いま明治11年の地方税規則と大正10年の戸数割規則とをど〈簡単に比較して

みると，前者では， 納税義誘者二「一戸を為すものJC構戸者)， 戸数割の制限

額，徴収の時期についての簡単な規定があるだけで，納税主体，課税標準，賦

課方法等の実際は全く各府県にまかされていたとみてよい〔田中広太郎，地方財

政提要， 78頁〕。然るに後者では，納税義務者は原則として構戸者，府県会の決

議によっては独立生計者も納税義務者となりうること，課税標準は納税義務者

の「資力」であり r資力」は原則丘して所得額と住家坪数とで算定するが，

補足的には資産状況をも劃酌すること，賦課方法はまづ各市町村の直接国県税

額及納税義務者の数を標準として各市町村に配当し，然る後に各戸の賦課額を

定める ζと等について，かなり詳細な規定がつくられた。これに関連して11年

には施行細則も公布せられた。ここ Cょうやく戸数割は租税bしい形をととの

えたのである。

さて以上の戸数割の法的規制は，この段階における「地主的自治」の衰退と

「行政村」の発展をあらわす典型的な事件であるから，これについて立入って

分析してみたい。最も重要な地方税である戸数割が明治初年以来日数年間殆ん

ど法的規制らしいものがな〈徴収きれていたということは，その徴収の末端機

構たる村が殆んど行政機構らしいものをもたず，むしろこれを代位補充する封
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建的規制をもち I地主的自治」と「部落的正言語」のまにまに徴収されていた

ということなのである。戸数割のこのような前期的な性格についてはすでに明

治の末年財政学者が次のように批判している。 I本来戸数割なるものは一種の

分限税にして，納税者の分限に応じ徴税者が相当と認むる税額を配賦するもの

なるが故に，極て小区域の町村等に於て該地方に住居する者が，祖先以来互に

能く各自の財産状態を知悉する場合にありては，漠然たる賦課法に依る戸数割

と雌も，尚能く課税の公正を得る乙と無きに非るのみならず，場合によりては

政宿なる課税標準に拠りて算出せられたる租税の賦課よりも却て納税者の負担

をして公正ならしむることあるべしと雌ふ 現代国家に於ける私税の徴収

は一定の主義によりて賦謀せられ，又一定の主義上り打算せられたる課税標準

によりて徴収せらるベ〈して，其の国税たる土地方税たるとに論なし徴税者

の見込若くは手加減を許さず，是れ往時の御用金若くは徴発の類と現時の租税

と其の性質を異にする所以にして，抑も亦事実上両者の中間に立つが如き観あ

る戸数割をして，現代租税政策の要求する主義方針によりて之が面目を改めし

めざる可らざる必要ある所以なり。J (本多精一，地方財政問題，明治44年， 178-

179貰〕ここには戸数劃の基盤である「部落の正義」が何故に，国家の「一定の

主義」によって換えられねばならぬかの必然性が示されていないが，こういう

「官僚的合理王義」の立場にたっ論調は大正期の戸数割改正論を貫くものであ

り，そういう立場から戸数割の半封建的性格がよくとらえられていると云えよ

う。とくに戸数割の賦課に特徴的な見立割に対してその後も多〈の批判がおこ

ってくるが，見立割の本質は「特段なる税源を捕促して之に収入を求むるより

も隣保相助の古来の美風を町村という新しい法制上の鋳型の中に拡充して所謂

協議費的に相談づくで応分の支出をなすことである。J(田中広太郎，地方財政提

要大止13年jと云われるとき，戸数割は府県税という形態をとっていても，実は

近代的租税というより，封建的責租であり，少くとも徴税の末端機構の大部分

を半封建的な部落的規制Jによって補完している租税であるといえよう。したが

って「新しい帽子を買い，新しい羽織を着たなどという些末の事柄も狭い区域
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では市町村当局の限に能く映るのであるから，公正に院むで負担額を定めれば

必ず適切なる賦課を為し得るJ(田中広太郎，地方財政， 162頁〉といういわゆる

「部落的正義」も，資本主義経済の浸透によって農村の封鎖性が破られて行く

段階では，却って大きな不公平をはらむようになったと云えよう。さらにまた

乙の徴税，賦課の方法は戸数割に関する異議申立や訴願を部落的規制の内部へ

解消させる役割をはたしていたのであるが，大正デモクヲシーの段階ではこの

機能もまた大いに弱まってきたといえるだろう。

さて戸数割の内包する矛盾を表面におし出した外的な圧力は，やはりこの時

期における地方財政や地方税の増徴であった。大正初年から10年頃までに町村

税は3倍，戸数割附加税もやはり 3倍に増加し，後者は町村税阪入の中の6割

を占めていたのこれは一般的に町村財政統計でみられるところであるが，農村

についてみれば， この時期の戸数割の重圧はもっと大きく出てくるであろう

〔玉幡村誌，飯野村史〉。 ζの戸数害U，及び農村税の重課は，また第一次大戦後の

インフレ-'./ョ γの圧力による農村経済の変化，階級分化の新な発展を前提と

している。戸数割の新な増加分は，旧来の農村における土地家屋等の不動産所

有者以外の零細な賃銀所得者にもかかってきた。この戸数割が大正期に入って

「人税Jの要素をつよめるようになってきたと云われる所以である。ここにす

でに戸数割の人頭税，大衆課税としての性格が明確にあらわれてくるわけであ

るが，さらに小地域の部落的規制を基盤とする戸数割は不動産以外の資本主義

経済的源泉よりくる所得，資産の捕捉について無力であり I部落の正義」は

逆転しはじめる。例えばある人が他所の銀行に何万円を預金しているという事

実を戸数割賦課の際の資産状況の劉酌に入れるという例がふえてきたが， この

ような資産は小地域の村からは最も把握しに〈いものであり I単純なる想像、

等を許容することとなれば善意の場合は兎に角忠意を以て殊更想像に託し或皆

級又は或党派の者に過大不当なる負担を為さしめ得るJ (田中広太郎，地方税研

究，第1巻.214頁〉結果になる。資本主義的営業，有価証券等の場合も同様な結

果になるだろう。またたとえ不動産の場合でも，不在地主は「構戸者」ではな
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いから戸数割の対象とならないし，また山林所得の場合は所得，資産の何れの

面から云っても捕捉不充分なものとなるであろう。しかも大主期の資本主義経

済の発展期には戸数割の無力を明かにするこのような事例がふえてきたとみな

ければならない。そのため村は上紋機構の賦課機能に依存し-C，国県税の賦課

額等を戸数割の課税標準たる資)Jの算定に利用するような場合も多かったので

ある。さらに工場等の存在Fる町村では労働者，職員もかなり居住し，その移

動原繁のため戸数割の滞納欠損が多〈なって，戸数割の賦課が全〈むつかしい

とよろも出て来た(田中広太郎，前掲書193頁〕。従ってこの段階では「戸数割を賦

課する市町村Jと「戸数割を賦課し雄吉市町村」がほ勺きり分牝し，後者では

家屋税附加税や所得税附加税が戸数割の代用的機能を果すようになった〔田中広

太郎，地方税研究，第2巻， 277頁以下〕。 何れにしても大正期の資本主義ド経済発

展の段階で，戸数割の賦課機能の欠陥がようやくめだってきたのである。

ここから私達が当然予想出来ることは，戸数割をめぐる紛争の増大である。

大正10年の戸数割規則以前に各地でどのような紛争があったか具体的に明かに

しえないけれども，見立割というような「放任的達観課税は之を中心として政

党又は階級の闘争を惹起するの虞が十分にある。現に戸数割を以て政党が相戦

ひ階級が相せめぎ，之が為め監督官庁や司法官憲が発動したやうな例は稀では

ないJ(日中広太郎z地方財政， 163頁〉というような情勢もあったことは想像され

る。その上戸数割改正の時期，大正10年にはあたかも普通選挙制にいたる過程

として，国税納税資格による等級選挙制の防止 L市=部分的廃止， I町村=廃止〉が

あり，公民権の拡大が行われようというのであるから，いよいよ紛争の激化が

予想されたのである。つまり情勢の進むところ，これまで農村における地主的

秩序の維持に役立っていた見立割の機能が逆転して I資産階級ガ謂ハレナク

不正当ニ急激ニ負担ノ増加ヲ受ケノレ」という可能性がでてきて平安ナノレベ

キ社会ノ秩序ガ急変ヲスノレト云フ恐レガナイデハナイ刀」という恐怖が当時の

貴族院でのべられた(藤岡武夫，前渇書， 236頁〕。この貴族院での質問が政府の戸

数割規則制定を進める大きな力になったことは，当時の当路者田中広太郎氏の



10 (110) 第 110巻第3・4号

次のような説明によって明かである。 I若し此の等級選挙制が撤廃せられる ζ

ととなれば従来の戸数割の課税標準には明確なるものが法定されている訳でな

いから，其の賦課を中心にして階級闘争が行はれるであろうとの懸念から再三

貴族院に於て質問が行はれ，政府は遂に戸数割規則制定の事を言明したのであ

る。J 田中広太郎，地方財政， 149且)こう Lづ経過よりみれば， I日戸数割の基躍

であった「部落の正義」ニ地主的秩序が農村の階級闘争の力によって破られ，

その中から生れ出た新しい市民的倫理が法的規制の中にもりこまれたのではな

しむしろそういう闘争の中で動揺しはじめた地主的秩序，或は農村体制を補

強じよう止する貴族院などの大地主勢力，大正期のデニモグラヶーの高揚の中で

町村制lをゆるがす政争をくいとめ I行政村」の強化を急いでいた国家官僚等

が戸数割の法的規制をり ドしたと云えよう。

しかしこのような過程をへて実現した戸数割の法的規制であったがために，

それは幾重にも矛盾を生み出した。第一に政府の法的規制と部落的規制をなお

必要とする町村当局や地方の地主階級との対立，第二に町村当局と農村住民と

の対立。第一の対立について云えば。新規則は従来のものと比較にならむほど

こまかく，手続も煩墳であり，負担状況に激変を生ずるばかりでなく，精密な

法制化はかえって戸数割の不公平を明確にL，住民との紛争を呼ぶ結果が予想

された。そこで大正11年全国町村長が東京で臨時大会を聞き，不適当な個所の

改正文は規則施行の一時延期を要望した。要望された改正の焦点は，戸数割の

課税標準は，既に説明したように，所得額と住家坪数とによって算定し，場合

によっては戸数劃総額の10分の 2までを資産状況の図的によって算定し得ると

なっているのを I資産状況の島酌Jということを従来目見立割と解釈しc，

これを戸数劃総額D半分にまで拡大しようとするものである。政府はこの町村

当局の要望に妥協して，単行勅令をもコて「特別ノ事情アノレ府県=於テハ当分

ノ内之〈資産状況の劃酌，筆者〉ヲ其ノ総額ノ10分ノ 4以内ト為スヲトヲ得」と規

定した。その後も町村が見守害ifを実質的に拡犬じよう正する運動はつづけられ

るが，この町村の意図は，新規則の強行によって不納同開や役場襲撃という事
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件もおこり，新規則をめぐる法律的紛争が激増したので，見立割を復活して，

紛争を「共同体」の内部に封じこめようとするところにあった。

しかし戸数割についての町村当局と住民との紛争は，たんに法規の強行や緩

和によって増減するもりでなく，根本的には大正期における資本制的生産関係

の発展と民主主義運動の高揚の中で t曽λずる傾向にあった。戸数割に関する

訴毘見訴訟の件数は昭和の初期に入ってからもいよいよ増加し，しかも戸数割

の賦課がとりけされて町村当局の敗北におわる例がふえてきたのである。いわ

ゆる戸数割賦課の取消行為は次の過程をへて成立する。戸数割賦課に対する異

議の申立，異議の申立に対する町村会の決定，その決定に不服の場合の訴願に

対する府県参事会の裁決，その裁決に不服の場合の訴訟に対する行政裁判所の

判決，この判決によって最終的に賦課が取消されるが，その前の段階で町村の

自発的取消も相当あったと思われる。しかも行政裁判所の昭和3年6月の判決

は取消を要求する住民の側に有利にはたらいていた。戸数割は所得額と資産状

況の二本建で各住民に賦課されねばならないが r資産状況の軒酌」というこ

とを旧来の見立割と解釈していた町村当局は，資産の内容を詳細に規定せず，

また資産状況による賦課額を住民の多数1;:配当していない場合が多かったので，

このような場合行政裁判所は戸数割の賦課を違法と宣告したのである。もし町

村が資産内容を住民の多数について規定しようとするならば，貧農の家財道具

まで調べあげるという悪い結果が予想されるが〔田中広太郎，地方税研免第2巻，

259頁)， 乙の結果のよしあしは)lIJとして，この行政裁判所の判決はむしろ町村

当局が拡大を要望した見立割心虚を逆につい)亡，イ土民の戸数割闘争'"有利に導

いたのである。また私達は当時無産階級の立場から，所得額による戸数割の算

定を資産をもたないプロレタリアートに不利として，資産状況による算定を限

度一杯に利用しようという主張のあったことを見落してはならない r無産勤

労者は，資産の状況に上り課せられる額一一有産者負担額一ーを制限額一杯に

即ち戸数割総桐の10分の 4まで課する様にしなければならないoH織本侃，前掲

書， 121頁〕勿論当時の自治体闘争で無産階級がどれだけ有産者課税を拡大しえ
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たか疑問であろう。しかし町村当局が戸数割の紛争を封じこめようとして，そ

の復活を要望した半封建的課税の背後には無産階級がせまっていたこと，また

法的規制のない見立割はむしろ民主的な課税方式に逆転しようとするきざしを

示めしていたことに注意、しなければならない。きればこそ戸数割に対する法的

規制の強化を主張する「官僚的合理主義Jの立場は，当時の町村に対し ζ千鈎

の重みをもってきたのであった。

要するに地方税，特に戸数割をめぐる農民，労働者の闘争 そのウェ fト

は小さ〈ても小作争議中労働運動，普選運動等の当時の民主主義運動の一環と

なるとき重要な意味をもって〈る に対抗Lて，地方税の法的規制と町村休

制の強化在意図する国家権力，この基本的な対立関係の中で，一方では国家の

法的規制に対立して旧来の「地主的自治」を温存しようとし， 他方ではこの

「地主的自治」の土台を農民，労働者にゆすぶられて国家の法的規制の方向に

ひきづられる町村の動向が，この段階の戸数割規制の動きにあらわれていると

云えるであろう。

IV 昭和期の地方財政改革への展望

私達は以上の!I， mで，大正中期から昭和初期への農村において I地王的
自治」が「民主的自治」に発展するきざしがあったこと，しかしまたそのため

に地主的秩序や農村体制に国家の規制が加えられる傾向にあったことを考察し

てきた3 ここではこれらの諸力の闘争の結末として，大正末期から昭和初期に

かけての地方自治権の拡大，地方税制改革，両税移譲等の問題を手短に考察し

ておきたい。

周知のように大正14年普通選挙訟の実施，翌日年府県制，市制町村制の改正

によって地方議会にも農民労働者の代表が登場し，また地方自治体に対する国

家の監替を緩和するという方向も出て〈る。大正15年の地方税制改革では明治

以来府県税としてあった戸数割が市町村の独立財源として委譲せられる。なお

この他地租または地租，営業収益税両税の地方団体移譲案が政友会から提出さ
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れる。こういう地方自治拡大の方向はたしかに大止期における労働者，農民の

闘争，民主主義り発展がもたらした成果と呼べるであろう。しかしまた乙の時

期には大衆D闘争をふみ台として独占資本の代表者がうて皐制国家の政権に参加

する比重が高まったのであって，国家財政が新に独占資本の補助や救済に動員

され，また国家権力が大衆運動の規制に乗り出す段曙でもあった。従って独立

財源の地方委譲も「民主的地方自治」の発展の成果というよりもむしろ独占資

本の確立をもたらした第一次大戦後のインフレーションと恐慌の焚替そのもの

が，住民の経済と町村財政の窮乏化をもたらした結果ともいえるのであり，地

主的秩序と町村体制の危機を打開するために国家権力によって附与された財源

とも云えるのである。したがって市町村に委譲された戸数割には，府県税戸数

割規則の規制がそのまま継承されるとともに，むしろ課税標準においてーそう

人税的性質をたかめて国税所得税との関係を深め，またその課税額に対する制

限が強化された。戸数割は町村税となっても，町村住民のものではなしむし

ろ委譲後にはーそうはげしい紛争が町村と住民との間におこったのである。 lし

たがって地租委譲案も肯隈っきで理解されるべきで，同案の性格は独占資本の

救済や軍備拡張をひきうけた国家財政の都合によって地租の委譲が実現しなか

った事実そのものによっても明かにされてやると思う。

さてこの期における地方自治権拡大問題の財政的側面は，附加税か独立税か

の選択問題である。附加税(国税附加税〉はいうまでもなく，明治期以来国が有

))な税源を独占して，地方団体はわずかに国税に依存してそのわけまえにあづ

かるとし寸中央集権の財政的な表現形態であり，この点からみれば，ながく地

租附加税等に依存してきた町村は明治以来一貫Lて国の財政的規制をうけてい

たといえるのであるu もちろん財政的亡みれば，府県税たる戸数割の附加税に

町村がたよる率の方が犬であって，直接的には府県の財政的規制をうけていた

ともいえよう n この府県税戸数割が大正15年の改正で町村に委譲された。次に

国税たる地租が町村に委譲されるかどうか，地租が町村の独立税となるかどう

かが，この段階の「地方自治」をためす試金石であった。しかしすでにくりか
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えしてりべた通り， ιの段階り町村では「地主的自治」が「民主的白治」に発

展するきざしをみせていたのであるから，単に国県税が町村に委譲されるばか

りではなし町村のどの階級によって規制きれるかがこの段階の「地方自治』

の性格を検証する重要なきめてとなるだろう。

こういう観点からみると， この時期の附加税或は独立税問題について次のよ

うな三つの立場がみられる。第ーに附加税主義をまもり，国税f地租〉の地方委

譲をがえんじない立場があるのこれはすでに一言したように資本の救済や軍備

拡張の財源として国税収入の減少をおそれる独占資本の立場であり，また貴族

院議員主選資格にからんで国税より地租を失うことによって地主代表の比率の

急減を憂える貴族院大地主の立場であり，地方財源の委譲によってむしろ地方

行財政聞に不均等と混乱の生ずるのをおそれ，その劃一的な規制を主張する内

務官{京等の立場である。この最後の立場は，附加税主義からさらに補助金主義，

集権的地方財政調整の立場へと発展してゆくものである。こういう立場を政治

的に代弁しているのは当時の憲政会であろう。

第二に独立税主義に立ち，国税の地方委譲を主張する立場である。この立場

にたつ政党は政友会であるが，これには「地方自治の確立」とし寸大義名分以

外に，地方の政治的地盤をささえる町村当局の財政難を緩和しようという願望

十，没落にひんしている中小地土の要望などを反映し亡いる。そし℃ιれには

また地方に委譲された財源を地主階級の手に渡して，地主の税負担を軽減しよ

うという要求がからんでいるのであるから，この立場は「地主的自治」の再編

成の方向に傾いているといってよいであろう。

第三に独立税主義にたつ点では第二の主張と一致するがp むしろ住民の立場

から独立税を民主的に運用しようとし寸立場である。いわば「民キ的自治」の

立場であり，当時の無産政党の主張であった。ここからは第一の附加税主義は

勿論，第二のような国税の地方委譲論も批判される。それは地方の大衆負担の

軽減と，地主の重課とを主張するからである。第ーと第二の主張はよく知られ

ている。無産政党の主張は今日きわめて限られた文献を通じてしかうかがし、知
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ることは出来なL、。しかしこの立場は，当時の「地方自治J問題をその根底か

ら解明L，逆に第第二の立場にも照明をあて得るものであるから，注目する

必要がある。

昭和4年の第56回議会で河上丈太郎は政府の両税委譲案を痛烈に批判して，

政府案は社会政策的減税を標ぼうしているが，実は地主宇営業者の負担軽減を

意図するのみな小作人や労働者の軽減にならぬと主張し，政府は地方議会に

おける無産階級の進出をおさえると言明しているが，莫の地方自治の確立は地

方議会における無産階級の進出以外にない， i地方自治制度ノ真ノ民衆的確立」

こそが「地租及営業税委譲ノ基本的ナ条件デアラウJci藤田武夫，前掲書， 436頁〕

と述べた。ところでよういう河上の主張は，実はこれまでの無産政党の地方自

治体闘争の中でつみ上げられて行ったものと見ることができるのである。なぜ

ならば，すでにp 労働農民党は昭和2年 9月の府県会議員選挙の時「土地に対

する一切の謀税権は原則として市町村に委譲すべきである」という政策を掲げ

たと云われるし，また日本大衆党は市町村会選挙対策委員会において，地租を

ふくむ収益税の市町村委譲，ょの財源をもってする諸車税p 戸数割等の大衆課

税の廃止の月ローガン士決定していたく織本侃，前掲書， 138頁〕。 この日本大衆

党の収益税地方委譲の理論的根拠は，市町村の事業によって最も利益士うける

者が租税を負担すべしという租税のフツレジ五ア的応益原則であったという。つ

まり無産政党は「地主的自治」に対してブルジョア民主主義の課税原則をもっ

て闘っていたのであった。こういう無産階級の立場からする地租委譲論を織本

氏は理論的にまとめて次のように云う。 i地租は土地丈量費に多額を要L，賃

貸価格を課税標準に改めるとしても，資本主義的発展の濃淡厚薄に応じて変動

する賃貸価格を，国家の手に依って適宜に決定することは到底不可能と云はな

ければならない。課税縫者を地域の狭小な市町村にお〈ときは，民衆でも亦能

〈その変動を熟知し得て時宜に合した課税をなし得ることが出来る。これが地

租委譲の第一理由でなげればならないq 市町村勤労者を重税の重圧から解放す

るには市町村に適当なる財源を与えなければならない。土地は全国的に存在す
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る課税物件であるため市町村税として最も普遍的である。然もその所有者が大

体に於て中産以上の社会層の構成員であることは，勤労者負担税を軽減する上

に最も適切な税である左いうべきであるδ 主た無産政党の対市町村政治闘争を

般烈ならしめる上から見て，独立有力且つ有産者負担に帰すべき税を市町村に

持たせることは有利である。何んとなれば，無産政党はその闘争の結果を強く

意識水準の低い大衆にまで印象付ける乙とが出来，大衆的に発展する基礎を持

つからである。J(緒本侃，前掲書， 14日ー141頁〉

注奈良正路申入会権擁護論ふその重要な論拠の lつを，町村財政の地主的支配か

らの解放，町村財政り民主的確立というところにおいている。すなわち入会権り統

やそり町村有化のねらいは，住民の共有財産をうばって，これを新な町村の財源

とし，それでもって地主の負担軽減の手段とするところにあるとする白である。

「農村における諸施設の負担こそはもっとも多額の刺潤の収奪者としての地位に

おかれる地主 資本家一一階綾の子によって支払はれなければならないものであ

って，その意味からいうならば，現在の地粗割当価格なるものはあまり低廉すぎる

ので，このことが現在において自覚せる貧農大衆り問題となっているりであり，こ

り事実を抹消するためり『地租委譲』号、『町村有財産申統一」政策の如きは，まこ

とに不純極まる階級的偽輔の政策であるJ(奈良正路，前掲書， 322頁)

以との主張の中織本のものなどは，いわば「地主的自治」のふところにとび

こんで，これを変草するような調子をもっている。当時の無産政党が果してこ

んな力をもっていたかどうかをここで問題にするのではない。私達がこれを問

題にするのは，当時の無産階級の独立税主義と I民主的自治Jの主張を一方の

施においてみるならば，他方の極に大正15年の地方税改革以後，地主的な地租

委議論さえも押しきって，附加税主義一一補助金行政一一集権的地方財政調整

制度一一町村合併へと強力に町村を追い込んでいった国家権力のコースを明確

に描き出すことができるからであり，そこからまた主主に戦後の「民主的地方自

治体」の建設や民主的財政改革の万向をも展望することができるからである。

後記 本摘はかつて町村合併についての共同研究の際(1957年前後)まとめた，未発

表の旧南に手を加えたものである③本稿とあわせて読んでいただきたいりはz 宮本

憲一氏の「明治大正期の町村合併政策 明治地方自治制の矛盾とその展開 」

(町村合併と農村の変貌， 1957年，有斐閣〕である。


